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は じ め に
野　 村　 恭　 代
近年、ようやく精神障害者を精神に障害かおるからといって病院や施設に隔離・収容するので
はなく、地域社会のなかで、多くの住民と同じように生活ができるよう支援していこうという認
識が普及し始めている。しかし、一方で、それを実際に実現することが容易ではないことを表す
現象も起こっている。
現在でもしばしばマスコミ等で取り上げられる 匚施設コンフリクト」の問題は、障害者福祉の
基本理念を一般社会の人々に浸透させることの難しさを端的に表している。その上、特に精神障
害者に関しては、これまで地域住民の人々と精神障害を持つ人々との交流を図る機会がほとんど
なかった。さらに、精神障害者による犯罪等に関する偏った報道がマスコミ等でなされることに
より、地域住民の間には、精神障害者があたかも社会的恐怖の代名詞であるかのように認識する
風潮かおる。その結果、精神障害者が利用する施設等の建設においては、他の障害者施設に比べ、
地域住民の反対運動等が起こる確率が高くなっている。毎日新聞の調査によれば、精神障害者施
設に対する施設コンフリクトは、1989  (平成元）年以降の10年間で107 件発生しているのである。
それでも近年ようやく、障害者自立支援法の制定等、障害種別ごとに分かれたサービスの提供
を行うのではなく、３障害を統一したサービス提供を目指す動きが盛んになり、地域で生活する
精神障害者を支える社会資源が整備されつつある。このように、精神障害者が地域へと戻る機会
が増え、地域で生活する精神障害者を支える活動が各地で活発になってくると、精神障害者施設
や精神障害者自身と地域住民との接点は多くなる。そして、それまで地域から隔離・収容されて
いた精神障害者や精神障害者施設と、地域住民との間に新たな関わりが生じることになる。その
ため、両者の関係にはそれまでみられなかったような問題が発生するなど、その関係性のおり方
が改めて問われることとなっているのである。
そこで、本論においては、これまでに筆者が導き出した施設コンフリクト発生から和解に至る
プロセス５類型に関し、その類型が妥当であるのか、他の事例が類型どおりに当てはめることが
できるのかについて、施設コンフリクト発生事例を基に検証していくこととする。
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Ｈ。施設コンフリクト発生から和解に至るプロセス
先述したように、筆者はこれまで、精神障害者施設における施設コンフリクトの和解プロセス
を検討し、全国の精神障害者施設におけるコンフリクト発生事例を分析することにより、施設コ
ンフリクト発生から和解に至るプロセスについて類型化を試みた。その結果、施設コンフリクト
発生から和解に至るプロセスは、以下の５類型に分類することができた。
①　地域住民に対し施設建設を告知しないことによる和解
施設建設が終了するまで地域住民に対し説明会などを行わないことにより、施設コンフリク
トの発生を防ごうとするものである。このようなプロセスでは、施設建設が明るみに出た際、
コンフリクトが大々的な反対運動やデモといった形で発生する場合が多い。また、施設の活動
が軌道に乗り始めた後に情報提供を行ったとしても、施設や利用者に対する地域住民からの理
解は得られていないため、地域住民が無関心な態度であったり、施設や利用者に対し否定的な
感情を抱いており、和解は表面的なものとなっている。
②　施設側の譲歩による和解
地域住民に施設の建設を認めてもらう代 わりに、住民側から出された要件を可能な限りすべ
てのむという和解プロセスである。利用者の施設利用の制限から施設の建設される地区の環境
整備まで、住民側の要求に応えていく。このような和解プロセスは1980年代までに多く見られる。
この和解プロセスにおける特徴は、地域住民からの反対運動等を乗り越えて施設建設に至っ
たとしても、その後の地域住民と施設及び利用者との関係が改善されたとは言えないことであ
る。このような和解プロセスをたどった場合には、年々地域住民からの要望は増え続けるもの
の、施設や利用者に対する理解が得られないという問題が生じる。住民側は、施設や利用者と
関わる機会がないこともあり、精神障害者に対し理解することなく施設建設を認めているため、
真の意味での和解には至っていない。
③　行政がパイプ役を果たすことによる和解
行政や地域団体、地元有力者への積極的なアプローチを施設建設者側か行うことにより、協
力・連携体制を保持し、結果的には行政に地域と施設とのパイプ役を担ってもらうというもの
である。施設を建設する当事者からの説明とは異なり、第三者の立場である行政から施設につ
いての説明を受けることは、地域住民にとっても受け入れやすいことである。その地域の長や
有力者からの説明により、住民が納得をするということは比較的よくみられる。　しかし、地域
住民は施設や利用者に対して理解をしているというわけではないため、何かトラブル等が起こ
― 112 ―
地域住民と社会福祉施設の関係形成に関する一考察
ると、再び容易に施設コンフリクトが再燃する可能性は高い。
④　施設利用者に対する理解を得ることによる和解
地域住民に対し、施設や利用者に対する理解を促すため、施設建設者側か積極的に働きかけ
を行い、施設建設の理解を得るといったものである。この和解プロセスにおいては、施設建設
の主体者である院長や施設長自らが地域に出向き、施設への理解を求めるために様々な活動を
行っている場合が多い。講演会や行事、機関紙の発行、バザーの開催などにより、地域住民の
施設への関心を喚起する努力を行っている。
また、院長や施設長の行うこれらの行動は、院長や施設長だけでできるものではなく、院長、
施設長の想いと意欲に賛同するスタッフの協力を得てはじめて可能になるものである。それぞ
れの院長や施設長の行動 は違えども、彼らの強い意志とその姿勢 は一貫しており、その理念が
職員一人ひとりに浸透し、それが周りの協力のもとに施設と地域との良好な関係を築き上げて
いるといえる。
さらに、施設建設にあたりすべての施設において地域住民に対して十分な説明の機会を設け
ている。その結果、地域住民 も「精神病」や 匚精神障害」がどのようなものであるのかという
ことや、精神障害者が地域で生活することの必要性を理解することができ、結果的に施設コン
フリクトは和解へ向かうのである。
⑤　地域住民が施設や利用者と直接かかわりを持つことによる和解
地域住民に対し施設側か熱心な働きかけを行い、施設で開催される行事に参加、あるいは協
力してもらい、実際の接触体験により精神障害者と呼ばれる人々がどのような人たちであるの
かを理解してもらうというものである。施設や利用者に対し不安や不信感を抱いている地域住
民が施設に足を運ぶためには、施設の理念を一貫させ、施設職員 も利用者も積極的に地域住民
とかかわりを持とうとする姿勢が必要不可欠である。
地域住民 は、直接施設や利用者とかかわりを持つことにより、利用者に対する不安や不信感
を取り除くことができる。そのため、このような和解プロセスを経た場合には、その後の両者
の関係が非常に良好なものとなることが多い。 はじめこそ施設からの呼びかけにより、施設に
対し関LLヽの高い住民 もそうでない者も施設を訪 れるが、最終的にはそのなかの何名かは淘汰さ
れ、協力する意志のある者だけが残っていくといった状況である。このように最後まで協力・
連携する人や団体は、長期的に施設と結びついていくのである。
理事長の理念を職員や利用者に徹底し、地域に根ざした施設作りを行ったり、理事長自らが
近隣に住み、地域住民への広報活動を地域住民の一人として行うことにより、地域住民に安心
感を与え、地域住民 も施設を積極的に利用するようになっている。
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上記の和解に至るプロセスのそれぞれの特徴についてみると、①から③については、施設の
建設は可能となったが、建設後の運営において、施設と地域との開に軋轢が生じており、本当
の意味で施設コンフリクトが解消されている状態とは言いがたい。一方、④および⑤に関して
は、施設コンフリクトが解消されている状態であった。
このような和解のプロセスの特徴に差を生じている要因を解明するため、和解プロセスの特
徴を規定している要因について、 １．年代の違い、２．地域の特性、３．施設側の姿勢、４．コ
ンフリクト発生の要因と大きさ、の４つの視点から類型開を比較することにより、分析を行っ
た。比較分析の結果は、以下のとおりである。
①　年代の違い
匚地域住民に対し施設建設を告知しないことによる和解」と 匚施設側の譲歩による和解」は、
主に1980年代までに多く見られる和解方法であるのに対し、匚行政がパイプ役を果たすことに
よる和解」、匚施設利用者に対する理解を得ることによる和解」、そして、匚地域住民が施設や利
用者と直接かかわりを持つことによる和解」は、1980年代から1990年代にかけて多くみられた。
なかでも、地域住民が施設や利用者と直接かかわりを持つことによる和解は、1990 年代以降に
多く見られるようになった和解方法である。
②　地域の特性
地域の特性に関しては、それぞれの和解方法に特記すべき違いは見られないが、施設側の譲
歩による和解、行政がパイプ役を果たすことによる和解に関しては、いずれの事例においても
古くからの住宅街であるという共通点かおる。このことから、施設側か地域住民よりも後から
その地域に入り込んでいるため、住民側よりも弱い立場にあるために住民が要望を出しやすく、
さらにそれを施設側か受け入れざるを得ないという状況を生 み出していることがわかる。そし
て、施設よりも地域住民との関係が対等である、もしくは優位である行政に介入してもらうこ
とにより、住民側への説得を可能にするという手段を採らざるを得ないという施設側の立場が
理解できる。
③　施設側の姿勢
匚地域住民に対し施設建設を告知しないことによる和解」と 匚施設側の譲歩による和解」に
おける施設側の姿勢は、地域住民への働きかけが非常に消極的であるという特徴かおる。また、
匚行政がパイプ役を果たすことによる和解」に関しても、住民側への働きかけは行うものの、
その姿勢は積極的であるとは言えず、やはり消極的なものとなっている。
一方、匚施設利用者に対する理解を得ることによる和解」、匚地域住民が施設や利用者と直接
かかわりを持つことによる和解」における施設側の姿勢には、地域住民に対し積極的に働きか
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けを行っているという特徴かおる。さらに、「地域住民が施設や利用者と直接かかわりを持つ
ことによる和解」の方法をとっている施設では、一様に施設の理念や方針が一貫しており、そ
れが施設職員や利用者にも浸透している。
④　施設コンフリクト発生要因と大きさ
すべての和解プロセスにおいて、施設コンフリクト発生要因として共通していることは、精
神障害者に対する恐怖心や不安であった。匚地域住民に対し施設建設を告知しないことによる
和解」、匚施設側の譲歩による和解」、匚行政がパイプ役を果たすことによる和解」においては、
住民側に対し精神障害や精神障害者についての理解を得ないままでの和解であるため、住民側
の不安や恐怖心を拭い去ることができず、施設コンフリクトの発生は大きいものとなっている。
一方で、匚施設利用者に対する理解を得ることによる和解」、「地域住民が施設や利用者と直
接かかわりを持つことによる和解」では、住民が精神障害者に対する知識を得ることができ、
また、直接利用者との関わりを持つことにより障害についての理解をすることができているた
め、施設コンフリクトは小さいものとなっている。
さらに、「地域住民に対し施設建設を告知しないことによる和解」では、施設建設について
地域住民が知った時、施設に対する不信感や不満が増大し、施設コンフリクトはより大さいら
のとなり、その後の両者の関係は悪化する一方であった。
Ⅲ．施設コンフリクトの定義
ここで、本論の大きなテーマとなる施設コンフリクトの定義について、先行研究を整理するこ
とにより、本論における施設コンフリクトについて定義する。
これまでの先行研究における施設コンフリクトとは、いずれも何らかの形で目に見えて反対運
動が起こっている、もしくは、施設やその利用者に対して地域住民からの否定的な態度などが見
られた場合を指している。そして、そのようなことが見られない場合には、施設コンフリクトは
発生していないとされてきた。
しかし、本論文では、すべての施設において施設コンフリクトは発生するものであるというこ
とを前提とし、先行研究をもとに施設コンフリクトの定義について、以下のいずれかの状態に該
当している状態のことを指すこととする。
①　施設の建設に対し組織的な反対運動が起こっている
②　組織的な反対運動ではない場合でも、一部の頑強な反対者がいる
③　表面上は施設を受け入れているが、地域住民の精神障害者に対する差別・偏見の意識が強
く、何かをきっかけに反対の思いが再燃する可能性を秘めいている状態
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IＶ. 事例分析の意義
実際にこれまで発生した施設コンフリクトに関する事例を分析することにより、施設コンフリ
クト発生における地域性に関して、より詳細なデータを抽出することが可能となる。また、精神
障害者のための社会復帰施設を地域の中に建設する際に生じる地域住民からの反対運動や抵抗に
ついて、その発生から和解へ至るまでのプロセスに関して一般的な知見が得られると考える。和
解プロセスに関し類型化を試みた研究はこれまでになく、一般的な事象の指摘が可能となれば、
今後、精神障害者施設を地域のなかに建設する際の参考にすることが可能となる。また、施設コ
ンフリクトに関する定説を導き出すことにより、それと現在の施設コンフリクト発生から和解へ
のプロセスがどのように変化しているのかを比較することが可能である。
１。分析方法
①　施設側の条件：施設側の特性や条件に関する事柄
②　地域の条件：地域側の特性や条件に関する事柄
③　施設側の地域への対応：施設と地域の関係に関する事柄
④　施設の種類による差
⑤　地域と施設との関係の時系列的変化の要因
２。事例分析の限界
これまで発生した施設コンフリクトに関する事例を分析することにより、精神障害者社会復帰
施設を地域の中に建設する際に生じる、地域住民からの反対運動や抵抗について、その発生から
和解へ至るまでのプロセスに関して一般的な知見が得られると考え、事例分析を行うこととした。
しかし、事例分析を行うことで期待できるこのような効果は、単に期待に終わる危険性も否め
ない。社会的に生じるコンフリクトはきわめて複雑であり、そこから何らかの一般的な知見を導
き出すことは決して容易なことではない。また、本論において用いる事例は文献から導き出され
たものであるため、すべての情報が記載されているとは言い切れず、記述者の価値観で記載され
ているという限界も含んでいる。
したがって、この事例分析から導き出された結果がすべての事例に対し有効であると断言する
ことはできない。しかし、施設コンフリクトの生じる状況やその和解へのプロセスを多面的に捉
え考察することは可能であると考える。
３。事例選択の基準
分析に用いる事例は、精神障害者にかかかる施設（精神障害者社会復帰施設など）の新設事例
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であり、本研究で用いる施設コンフリクトの定義に該当する事例である。
また、施設側から地域へ向けて積極的な働きかけを行ったとしても、一方ではそれをきっかけ
に好ましい関係が築かれることがあるが、他方ではそれが受け入れられずに排除されることがあ
る。そこには、地域の特性や地域側の条件が存在している。様々な社会関係かおるように、施設
と地域の関係の良否は、関わりをもつ当事者の相互作用や相互関係によって決まる。よって、事
例分析の際には、地域の特性等の地域側の条件についても考察していく。
Ｖ。事例分析
[事例　地域生活支援センターに対する地域住民の反対運動]I)
①　施設種別：
精神障害者地域生活支援センター
②　設置主体：
ＮＰＯ法人（実施主体は市）
③　所在地：
Ｏ市Ｈ区
④　開設:
1999 (平成11）年
⑤　地域の状況：
Ｈ区は市の東部に位置し、北はＪ区、東はＨ市、南はＩ区、西はＣ区、Ｔ区と接している。
区域面積は、4.55平方 キロメートルである。人口は昭和35年をピークに年々減少しているが、
平成11年を最低に近年は増加傾向にある。一方、平成12年国勢調査では65歳以上の年齢層が全
人口の19.2% であり、市内第６位の高齢化率となっている。交通機関は、東西に地下鉄２本、
市バスも区内11路線とコミュニテイバス、その他ＪＲ環状線等かおる。また、平成18年度には、
区の南北を通る地下鉄８号線が開設された。当区は、都市計画策定前にすでに市街化か進んで
いた関係もあり、旧市街地では木造家屋が密集し、細街路が錯そうする地区が多い。公園は区
内に24ヵ所、面積8.42haであり、区民１人当たりの公園面積は1.06m で市平均4.09 mと比べる
と極めて狭い。
産業については、Ｉ区、Ｊ区、Ｔ区と共にＯ市東部における工業地帯を形成し、地域の発展
に大きく貢献してきたが、そのほとんどが中小零細企業である。
コミュニティ施設は、区民ホール、老人福祉センター、図書館、 スポーツセンター、プール、
運動場などかおるが、いずれも小規模である。
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⑥　施設の概略:
1989 (平成元）年、家族会を設置母体とし、作業所開設。匚精神障害者が地域で暮らしてい
くために、もっと多くの生活支援の場が欲しい」という想いから、区内のクリニック、作業所、
家族会、市民ボランティア、当事者が集まり、匚精神障害者の生活の場づくりをすすめる会」
が活動を開始。 1994 (平成５）年、パネルディスカッション、1995 (平成６）年、50 人から60
人規模でのレクリエーション実施。 1996 (平成フ）年、Ｉ区に第二作業所会開設。設置母体は
家族会のみではなく、市民団体も大った市内第一号の市民参加型設置母体であった。ついで、
Ｈ区にも第二作業所が同じく市民参加型設置母体で開設された。 1999 (平成11）年 ３月、市と
「精神障害者地域生活支援事業」の運営委託契約を結び、現在に至る。
⑦　反対運動の内容：
ａ．署名
ｂ．監視活動
ｃ．反対ポスター掲示
ｄ．反対集会
ｅ．行政協力の拒否
ｆ．反対のぼり設置
⑧　施設建設に対する反対事由：
ａ．精神病に対する恐怖感
ｂ．感情的に気にくわない（開所の仕方）
⑨　和解に至るプロセスの特徴と要因：
開所前に市の環境保健局が地元医師会と町会に挨拶回りを行う。その頃より反対運動の気配
が見え始める。 1999 (平成11）年 ５月下旬、町会約20名、施設側約10名で地元町会との話し合
いを持つ。翌日、施設側の人間は入れず、町会約30名、市とのｏ隣町の町会との話し合い。そ
の翌日、連合十町会との話し合い。前日同様、施設側からは参加できず、市と約50名の市民と
の話し合い。さらに、施設を設置している民間ビルの賃貸契約書のコピーを住民側か入手し、
ビルのオーナーヘの抗議を行う。その後、「生活支援センターの設置白紙撤回を求める署名」
が町内を回りだす。署名を集めて回っていた人の中には、民生員 も含まれていた。
６月中旬、施設の周りに約30枚の 匚生活支援センター設置反対」の手書きポスターが貼られ、
約10名の住民がセンターへの監視活動を行っていた。その日以降、町中に 匚生活支援センター
設置反対」のポスターが張り巡らされ、フ月には地元の私立小学校の講堂にて住民の反対集会
が開かれた。さらに、住民側は、「産業統計調査」等の一切の行政協力を拒むようになる。
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これに対し、行政側の対応は、
区民室 ： 住民の顔色を伺うのみ
区社会福祉協議会事務局長 ： 匚町会から寄付をもらっているため口出しできない」
区社会福祉協議会理事 ： 反対運動の先頭に立つ
区保健所長 ： 中立の立場を守る
といったものであった。
行政も当てにできない状況であったため、同じ立場に置かれている仲間に協力を依頼した。
その結果、全国障害者解放運動連絡協議会、障害者の完全参加と自立をめざす会の協力のもと、
地域住民への理解を求めるビラの配布を連日行った。また、並行して、市の環境保健局、民生
局、市民局人権啓発推進課、教育委員会との合同交渉、協議も行った。さらに、今回の 匚施設
コンフリクト」について1: 万部のニュースを全国に発送し、「生活支援センターの業務正常化
を求める」署名活動を展開し、一万人の署名を市に提出、それをもって、市として実効性のあ
る対応を要求した。
フ月下旬、住民側は 匚地域生活支援センター設置反対」の黄色ののぼりを立て始め、町内に
300本ののぼりが立てられた。　しかし、その上うな反対運動に屈せず、ビラの配布を行い続け
た結果、徐々に理解を示し始める住民も現れた。　９月には、区民センターを借りて、300 人の
参加者で開所パーティーを行った。それからは、住民側ら施設との話し合いの場を持つように
なり、のぼりをおろすことに合意した。そして、1999  (平成11）年12月、市と施設、連合町会
が三者協定書を交わし、住民の反対運動は終息した。
皿 考　　察
本事例の特徴は、施設の建設に対し組織的に大々的な反対運動が起こっていること、そして、
行政が施設コンフリクト和解に向けて機能していないことである。激しい反対運動が起こったも
のの、施設職員および当事者が自分達の足で理解を求めビラの配布を行ったことに和解のきっか
けを見ることができる。そして、開所パーティーを開き、そこに市民を招待することにより、施
設および施設関係者、利用者を理解してもらうことに努めたのである。
今回の施設コンフリクトを体験した著者は、「地元町会住民が、モノや全て反対運動をやめた
のではないことが、深く心を傷つけられた障害当事者としては救いであるフ ）
と述べている。この記述からもわかるように、本事例は施設側か譲歩して和解に至ったのではな
く、また、行政が機能していないことからも、行政がパイプ役を果たし和解に至ったものでもな
いことがわかる。あくまでも、和解に至ったきっかけは施設関係者および当事者が自ら足を運ん
で理解を求めた行為にある。
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以上のことから、本事例は、先に述べた施設コンフリクトの和解プロセスのうち、地域住民に
対し、施設や利用者に対する理解を促すため、施設建設者側か積極的に働きかけを行い、施設建
設の理解を得るための行動を起こしている点から、匚施設利用者に対する理解を得ることによる
和解」に当てはめることができると考える。
Ⅶ． おわりに
今回取り上げた事例は、施設コンフリクトが目に見えて発生している事例であり、典型的なコ
ンフリクト事例であったと言える。現在は、地域住民との開に大きなトラブル等はなく活動して
いるということであるが、今後の経過についても見ていきたい。また、本事例は先に述べた５類
型に該当するものであったが、この類型が妥当であるのか、今回取り上げた事例以外の他の事例
が類型どおりに当てはまるのかについて、さらに検証していきたい。
また、それぞれの事例の地域における外部環境の違いを明らかにすることも必要である。 1990
年代以降の施設コンフリクトの和解は、地域住民が精神障害者について知り、理解を深めること
により精神障害者を受け入れていく、自分自身が成長していくという意識レベルでの和解となっ
ている。そのため、地域住民の土台となる意識を形成している外部環境を明らかにすることによ
り、さらに詳細な施設コンフリクト和解プロセスを導き出せるものと考える。
以上の事柄を本研究に残された今後の課題とし、取り組んでいきたいと考える。
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